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税務訴訟資料 第２６０号－１８６（順号１１５４２） 

広島高等裁判所岡山支部 平成●●年（○○）第●●号 所得税重加算税賦課決定処分等取消請求控

訴事件 

国側当事者・国（岡山東税務署長） 

平成２２年１０月２８日棄却・確定 

 （第一審・岡山地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成２１年１０月２７日判決、本資料２

５９号－１８７・順号１１３００） 

 

判 決 

控 訴 人       国 

同代表者法務大臣   柳田 稔 

同指定代理人     首藤 晴久 

同          米田 和弘 

同          大日南 宣彦 

同          高木 幸典 

同          中島 ひとみ 

同          上杉 浩之 

同          周布 京幸 

同          林 嗣朗 

同          赤堀 貴美 

処分行政庁      岡山東税務署長 

           田中 実 

被控訴人       甲 

同訴訟代理人弁護士  近藤 弦之介 

同          藤原 健補 

同          上西 芳樹 

同          藤田 奈美 

同          河本 泰政 

同          中村 英男 

同          菅 真彦 

同          馬場 幸三 

同          石島 弘 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 原判決主文第２項(1)中「重算税」とあるのを「重加算税」と更正する。 

３ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 
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第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決中、控訴人敗訴部分をいずれも取り消す。 

２ 被控訴人の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は、第１審、第２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、平成１２年から平成１５年までの各年分（以下「本件各年分」という。）の所得税並

びに平成１２年１月１日から同年１２月３１日まで、平成１３年１月１日から同年１月３１日ま

で、平成１４年１月１日から同年１２月３１日まで及び平成１５年１月１日から同年１２月３１

日までの各課税期間（以下、順次「平成１２年課税期間」等といい、平成１２年課税期間から平

成１５年課税期間までの各課税期間を併せて「本件各課税期間」という。）の消費税と地方消費

税（以下「消費税等」という。）につき、原告が行った修正申告等につき、岡山東税務署長が原

告に対し、国税通則法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下「通則法」という。）

６８条１項及び２項に基づき、平成１６年１１月３０日付けで、所得税重加算税及び消費税等重

加算税を賦課する旨の各処分（以下「本件各処分」という。）をしたのに対し、原告が、本件各

処分は違法であると主張して、その取消しを求めた事案である。 

２ 本件の前提事実、争点及び争点に関する当事者の主張は、次のとおり付加訂正するほかは、原

判決の「第２ 事案の概要」の「２」ないし「４」（原判決４頁１行目から同２１頁１１行目ま

で。ただし、引用の別表部分を含む）に記載のとおりであるので、これを引用する。 

(1) 原判決４頁１６行目の「７８歳」を「７７歳」と改め、同２１行目の「８、」の次に「乙２

４、２５、３８、」を付加する。 

(2) 原判決５頁８行目の「共有」を「共用」と、同１５行目の「平成１３年１月１９日」を「平

成１３年１２月１９日」と各改める。 

(3) 原判決６頁５行目の「原告は」を「被控訴人及びＢは」と改める。 

(4) 原判決６頁９行目の「決算料」の次に、「、顧問料その他の収入」を、同１２行目の「とい

う。」の次に「また、上記期間分以外の期間分を含め、Ｂの計算料と被控訴人の決算料等につ

き入金の都度記帳した大学ノートを単に「本件顧問料ノート」という。」を各付加する。 

(5) 原判決６頁１４行目の「計算料と」から同２３行目の「う。）」までを「決算を修正するた

めのメモ（乙２０ないし２３、平成１２年分（平成１３年１月３１日締め）から平成１５年分

（平成１６年１月３１日締め）まである。以下、順次「本件決算修正メモ（平成１３年１月）」

などといい、これらを併せて「本件各決算修正メモ」という。また、上記期間分以外の期間分

を含め、被控訴人の決算料に係る項目を抽出したメモを単に「本件決算修正メモ」という。）

を作成したが、乙や丙ら従業員は、これに含まれ、計算料と決算料を区別するために本件各顧

問料ノートから控訴人の決算料に係る項目を抽出した「決算料外」と題するメモ（甲４、乙２

０の１２枚目、２１の６枚目、２２の７枚目、２３の８枚目、以下、順次「本件決算料メモ（平

成１３年１月）」などといい、これらを併せて「本件各決算料メモ」という。また、上記期間

分以外の期間分を含め、被控訴人の決算料に係る項目を抽出・整理したメモを単に「本件決算

料メモ」という。）」と改める。 

(6) 原判決７頁４行目の「計算料」を「収入」と改める。 

(7) 原判決８頁１９行目の「本件各顧問料ノートに記載のある収入」を「平成１２年について

は従前どおりであるが、平成１３年から平成１５年までについては、本件各顧問料ノートに記
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載のある収入及び本件各決算料メモに記載のある収入から概算申告収入を減額した金額」と改

める。 

(8) 原判決１２頁２０行目の「監督庁」を「監督上」と、同２４行目の「基づく処分」を「基

づく調査」と、同２５行目の「高く」を「高い処分を目的とし」と、同２６行目の「処分によ

って」を「調査によって」と各改める。 

(9) 原判決１４頁５行目の「増加しいた」を「増加していた」と改める。 

(10) 原判決１４頁１０行目の末尾に「また、被控訴人の平成１２年分ないし平成１５年分の所

得の内訳書記載の税理士報酬の合計金額と別表５③記載の申告漏れ金額を合計した額で同申

告漏れ金額を除した申告漏れ率は、平成１２年分が１９．３２％、平成１３年分が２７．９６％、

平成１４年分が３１．６５％、平成１５年分が３６．８％と高く、徐々に増加している。」を

付加する。 

(11) 原判決１４頁１５行目の「顧問先ごに」を「顧問先ごとに」と改める。 

(12) 原判決１５頁２行目の「場合があり、」の次に「他方で前年度の所得の内訳書や顧問料ノ

ートに決算料収入が記載されている顧問先について、その記載がなくなったり決算料が減額さ

れているところ、その内容が本件各顧問料ノートの記載と一致しない場合もあって、」を付加

する。 

(13) 原判決１５頁８行目の末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 被控訴人は、本件顧問料ノート（平成１４年）に顧問先から受領した決算料を自ら記入し

ていたのであるから、少なくとも当該顧問先からの収入は具体的に認識していた筈であるの

に、それを平成１４年分の所得の内訳書（乙１３）に一切計上しておらず、これは被控訴人

が具体的に認識していた決算料収入を殊更除外して申告していたことの裏付けとなる。」 

(14) 原判決１６頁６行目の末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 また、上記従業員らは、本件各顧問料ノートから被控訴人の決算料収入をすべて抽出して

支払調書を作成しており、被控訴人は個人の確定申告の際にこれを受領し、これに基づき所

得の内訳書の報酬金額及び源泉徴収税額を記入していた。しかし、支払調書が作成された顧

問先の収入の内例えば平成１３年分のＱ有限会社からの収入など一部申告漏れが存在して

おり、これが過誤に基づくものとは考えられない。 

 さらに、被控訴人の申告漏れの大半は本件各顧問料ノートに記載されており、その下線が

引かれている顧問先からの顧問料等及び決算欄に記載された決算料の金額を合計すれば、収

入を容易に集計できる。そして、被控訴人は、確定申告の時期には、記載された顧問先につ

いて被控訴人個人に帰属する収入を把握するため、本件各顧問料ノートを２、３日手元に置

いて確認していた。」 

(15) 原判決１６頁８行目の「原告の」から９行目の「かかわらず」までを「被控訴人には、確

定申告の際上記のとおり多額の所得があり、申告漏れの部分があることを認識していたにもか

かわらず」と、同１０行目の「その旨」から同１１行目の「かかわらず」までを「その結果」

と各改め、同１５行目の「原告には」から同１７行目の「行っていないこと」までを「被控訴

人は、年度中に自ら本件各顧問料ノートに記入するなどしてその内容を認識し、申告漏れに気

付く機会があったにもかかわらず、税務署員に申告漏れの存在を指摘されるまで決算料収入の

計上洩れを是正する修正申告を行っておらず、平成１２年分の所得税について平成１３年１２

月１９日に、平成１３年分の所得税について平成１４年１１月６日にそれぞれ自発的に修正申
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告を行った際には、修正申告に決算料メモ記載の決算料収入を反映していないこと、」と改め、

同２０行目の「過少申告が」の次に「、自らの決算料を敢えて申告しない意思であったもので

あり、」を付加する。 

(16) 原判決１７頁９行目の末尾に「仮に本件各決算料メモが被控訴人の確定申告期限後に作成

されていたとしても、被控訴人が自己の確定申告期限までに作成するよう従業員に命じること

は可能であるから、そのような命令をしないまま、あえてその分の収入を一切申告しなかった

ことは、被控訴人がその分の収入を意図的に除外しようとしていたことを裏付けるものであ

る。」を付加する。 

(17) 原判決１８頁２２行目の「進行し」を「申告した」と改める。 

(18) 原判決１９頁１１行目の「Ｉ協同組合」を「Ｉ協同組合」と、同１２行目の「申告額」を

「決算料」と各改める。 

(19) 原判決２０頁１４行目の「付加要件」を「賦課要件」と改める。 

(20) 原判決２１頁１１行目末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 支払調書は、源泉徴収義務者からの支払金額及び源泉徴収額が分かるのみで、これのみで

被控訴人の所得すべてが把握できるものではない。その点で、支払調書の存否と本件各顧問

料ノート記載の収入の把握とは無関係である。支払調書記載の収入の一部申告漏れがあると

しても、それはミスによるものであり、仮装、隠ぺいを行った根拠とはならない。 

 本件各顧問料ノート及び本件各決算料メモ等以外の収入について申告漏れがあった事実

は、被控訴人が本件各顧問料ノート及び本件各決算料メモの収入を意図的に除外したもので

はないことを示す。 

 本件各処分当時、本件各顧問料ノートの収入が重加算税の対象となっていなかったことか

らも、処分庁自体上記収入が重加算税の対象となりえないことを自認していたことは明らか

である。 

 本件各決算料メモは、被控訴人の確定申告以降に作成されたから、確定申告の際存在しな

い本件各決算料メモの収入を基礎として、仮装、隠ぺいすることは考えられない。」 

(21) 原判決３９頁「別表１」のＮｏ．⑤「修正申告（平成１６年１１月１１日）」の平成１２

年分の総所得金額欄の「２４，４５５，７３３」を「２５，４５５，７３３」と改める。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所も被控訴人の請求は原判決主文１、２項記載の限度で理由があるから認容するべきであ

ると判断する。その理由は、次のとおり加除訂正するほかは、原判決の「第３ 当裁判所の判断」

の「１」ないし「５」及び「第４ 結論」（原判決２１頁１３行目から同３８頁８行目まで。ただ

し、引用の別表、別紙部分を含む）に記載のとおりであるので、これを引用する。 

１ 原判決２３頁２２行目「甲」の次に「１の１ないし４、」を、「乙」の次に「１ないし１４、１

９、」を、同行目の「２５」の次に「、２６ないし３３」を、「３８」の次に「、５１、５２、５

６」を各付加する。 

２ 原判決２３頁２４行目の「７８歳」を「７７歳」と、同２４頁５行目の「３月には」を「２月

から３月にかけては」と各改める。 

３ 原判決２４頁１０行目の「そのため、」から同２５頁１７行目までを、次のとおり改める。 

「  被控訴人及びＢは、Ｂの業務に係る報酬である計算料のほか、被控訴人の税理士業務に係

る報酬である決算料を収受しており、決算料の大部分は、計算料とともにＢの預金口座に入



5 

金されていたが、被控訴人は、計算料と決算料を区別せず、すべてＢの収入に計上した上で、

被控訴人個人及びＢの各確定申告を行っていた。 

ウ 被控訴人及びＢは上記のような申告を行っていたが、早ければ平成３年頃、遅くとも平成

９年以前頃になって、被控訴人は従業員の１人から、Ｂの預金口座に振り込まれている決算

料は被控訴人個人の収入ではないかとの指摘を受け、さらにその従業員から決算料をまとめ

て抽出しておくと言われたことから、その指摘を妥当と認め、決算料の抽出を指示した。そ

こで、その従業員は、顧問料等の入金管理のために作成されていたＢの本件顧問料ノートか

ら決算料に係る項目を抽出するなどして本件決算料メモを作成した上、本件決算修正メモに

綴り込んだ。そして、その従業員は、補助元帳と題する伝票に「決算料外甲個人収入分」を

記載した（ただし、現存しているのは平成１５年分に係る乙１９だけのようである。）。上記

のような処理が行われるようになって以降は、Ｂの確定申告については、その計算料収入か

ら被控訴人個人の決算料が除外された申告書を作成し、岡山東税務署長に提出するようにな

った。 

 その後毎年、前記従業員から申し送りを受けた他の従業員が上記同様の作業を行っていた

が、本件決算修正メモや本件決算料メモの作成を引き継いだ従業員の間においては本件決算

料メモ等はＢの法人税の確定申告に当たり、Ｂの預金口座に振り込まれた報酬から被控訴人

個人の決算料を控除するために作成するものと認識され、被控訴人を含めた個人の確定申告

期限である毎年３月１５日より後に作成されるようになっていた。ちなみに、Ｂの決算期は

１月末日であり、申告期限は本来３月末日であるが、法人税申告に関しては業務多忙のため、

４月末日に延長してもらっていた。そのため被控訴人も、被控訴人個人の確定申告に当たり

本件決算料メモの存在自体は認識しつつ、その内容は知らず、これを一切参照することなく

個人の確定申告を行っていた。被控訴人は、平成１２年分の申告以前から、申告書作成に先

立ち、顧客毎の収入額を書き出した所得の内訳書を先ず作成し、これをもとに申告すること

を常としていた。なお、被控訴人は、個人の確定申告等作成報酬については、小口で多数で

あるため、自ら集計することなく、前年との比較などを従業員から聞き、概算の合計数字を

上記内訳書に記載し、これをも併せて申告していた。 

エ 上記ア、ウの事情から、被控訴人は、被控訴人個人の所得税の確定申告については、遅く

とも平成１２年分の申告以前から、前年の所得の内訳書を基本として、顧客や従業員の作成

した支払調書を参照し、顧問先の異動（顧問関係の発生や終了、顧問料の増減等）の有無に

ついて従業員に確認し、さらに確認を要するものについては個別的に本件各顧問料ノートを

確認したものの、その他はほとんど本件各顧問料ノートによって点検、確認、照合をするこ

となく、本件各決算料メモについては、そもそも当該年分につき個人の確定申告期限までに

作成されていないこともあり、一切点検、確認、照合することなく、確定申告書を作成し、

毎年３月１５日ころまでに、これを岡山東税務署長に提出した。他方、Ｂの法人税の確定申

告については、上記個人の確定申告終了後、主として乙、場合により他の従業員も加わって

決算修正メモの本文を作成し、計算料収入については、その中から、被控訴人個人の収入に

属すると判断した決算料外を抽出した決算料メモを作成し（ただし、決算料メモの作成者は

乙に限らないほかの従業員の場合もある。）て、これを決算修正メモに添付し、同メモ本文

には、抽出した決算料外の合計額と「決算料外甲個人収入分」、あるいは「某外、決算料（外）」

とのみ記載し、これをもとに被控訴人個人の決算料外相当額を被控訴人からの短期借入金と
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して修正した決算書を作成し、法人税、県市民税、消費税額を被控訴人に報告した後、乙が

申告書（決算報告書を添付）を作成し、被控訴人がこれに目を通して署名押印した上で岡山

東税務署長に提出していた。 

４ 原判決２５頁２２行目の「前記従業員」から２５行目の「あったため」を「被控訴人は、Ｂの

申告には決算書の作成以上に関わらないことなどから、Ｂの申告のみならず、自己個人の確定申

告に関しても、上記決算修正メモや決算料メモを見ることはなかったため、その内容を知ること

なく」と改める。 

５ 原判決２６頁３行目末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 そして、被控訴人個人のした確定申告及び平成１４年１１月６日修正申告における事業所得

の収入は、そのほとんどが被控訴人の税理士報酬、残りは保険外交報酬であるが、その総額は、

原判決別表５の①修正前の額欄のとおりであった。また、平成１６年１１月１１日修正申告に

おける事業収入の額は、同表の②修正後の額欄のとおりであった。」 

６ 原判決２８頁１７行目、同２１行目、同２５行目、同２９頁３行目の各「精査後の金額」を「精

査後の事業所得中隠ぺい仮装事由の部分の額（通則法６８条１項）」と、同１行目の「平成１２

年分」を「平成１５年分」と各改める。 

７ 原判決２９頁４行目の末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「(キ) 被控訴人の本件各年の所得税に関し、平成１６年１１月１１日修正申告後の総所得金額

が、その前に比べ、原判決別表１のとおり、９５７万５０４０円ないし２２２９万０５１７

円大きく、同別表５のとおり、その差のほとんどは事業所得の収入すなわち被控訴人の決算

料等の税理士報酬金額の差によるものであり、被控訴人は上記税理士報酬について、上記修

正申告前は申告していなかったのであるが、その不申告報酬のほとんどは、本件各顧問料ノ

ートに記載されていた。また、本件各決算料メモに記載のある収入については、少なくとも

平成１３年分ないし平成１５年分に関してそのほとんどが本件各顧問料ノートに記載され

ており、本件各決算料メモのみに記載のあるものは、原判決別表１５の平成１３年ないし平

成１５年欄に記載のとおり４５万円ないし９６万４５００円にすぎなかった。」 

８ 原判決２９頁１１行目の「本件各決算メモ」を「本件各決算料メモ」と改める。 

９ 原判決３０頁８行目末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 なお、前記(1)認定に照らせば、本件各決算料メモは、被控訴人自身の個人確定申告に備え

て上記メモ記載の収入のあることを隠ぺいするために作成されたものではなく、Ｂの確定申告

に際し、決算の修正の一環として作成されたものにすぎないというべきであり、したがって、

上記メモの作成自体、被控訴人の課税に関し、隠ぺい、仮装を工作したものとはいえない。」 

１０ 原判決３０頁９・１０行目の「本件各顧問料ノートないし」を「本件各顧問料ノートをほと

んど確認せず、」と、同１１・１２行目の「乙２４、２５、３４の２、３８」を「乙２０ないし

２５、３４の２、乙３５ないし３８、５２」と各改め、同１３行目の「２４２項以下」の次に「他」

を付加し、同１６行目の「記載していたこと」の次に「、その記載内容は、顧問先ないし顧客名

毎に、決算月、未収、月額、中間、決算（額）、１ないし１２（月）、備考の各欄をもうけ、月額

欄に報酬額が書き込まれる顧問先等については、それに対応して各月欄に入金のあった金額を書

き込むものであり、決算欄に金額等が書き込まれる顧問先等については、それに対応する入金は

各月欄のうち決算月のみに入金の書き込みがなされる（ただし、同じ顧問先等で月額欄にも書き

込みがなされる場合には、それに対応して各月毎に入金の書き込みもある。また、決算欄には金
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額のみでなく月日の記載のある場合もあり、これは入金をも示すものである。）こと、もっとも、

月額を定められたものについても、毎月入金のあるもの以外に、半年、１年ごとなどまとめて入

金記帳がされているものもあること、月額や決算の各欄への記載の有無のほかには計算料や決算

料の区分を明示する記載は基本的にないが、決算欄又は備考欄に決算料と記載されているものが

まれにあること、本件各顧問料ノートには、顧客名のうち、被控訴人個人の収入となるべき入金

を示すものと判断されたものには、下線が付され、下線の付されないものはＢの収入との区分け

がなされていたこと、下線の引かれた顧問先等については、決算額及び決算月の入金、又は決算

月ないしどの月か特定せず年１度のみの入金のみの記載があり、月額、月々の入金の記載がない

ものが多いが、これらのあるもの、さらに決算額の記載のないものもかなりあり、下線の引かれ

ていない顧問先等についても、月額、月々の入金のみの記載があるものが多いが、月額、月々の

入金及び決算額、決算月又は決算額双方の記載のあるものもかなり多く、月額、月々の入金の記

載がなく、決算額及び決算月のみの記載のあるものもあること、個人顧客からの確定申告書作成

等報酬については、顧問先からの計算料、決算料等の収入記帳とは別の頁に、入金年月日、氏名、

金額、備考欄に業務の種類（確定申告その他）が記入されたこと、本件各顧問料ノートは控訴人

事務所の入口カウンター近くの鍵のかからないロッカー内に備え付けられていたこと、被控訴人

は、Ｂに帰属するか被控訴人に帰属するかの判断基準としては、記帳代行的な業務のないものを

被控訴人個人に帰属し、記帳代行的な業務があり、財務計算まで行う顧問先をＢに属するものと

の認識を有していたが、下線の付されないものの中にも、被控訴人個人の収入とも考えられる決

算料等の収入が含まれていたこと、他方、いったん下線付きで被控訴人個人の収入と判断された

ものの中にも、月々の会計試算をＢですることになったため、Ｂの計算料収入と見るべきものも

生じていた（被控訴人本人３０５・３０６項）こと、そして、決算料メモに記載された収入につ

いては、ほとんどが顧問料ノートに記載されていたが、それらのほとんどは下線が付されていな

かったこと、これらについては、毎年１月末段階で被控訴人個人の収入について支払調書を作成

する際、その対象とされなかったこと、被控訴人としては、決算料メモに記載された収入は、Ｂ

の収入として申告されるものと思っていた（被控訴人本人２１１ないし２１３項）し、従業員Ｐ

においても、本件各顧問料ノートに下線のない収入については、Ｂの収入として計上されている

と認識し、被控訴人個人への支払調書を作成していなかった（乙５２）こと」を付加する。 

１１ 原判決３１頁２行目の「詳細」から「認められる。」までを「詳細や収入額の合計について

まで把握していたとは認められない。」と改める。 

１２ 原判決３１頁５・６行目の「あることを指摘し」を「あること、前年度の所得の内訳書の記

載が本件各顧問料ノートの記載と一致しない異動を記載している場合があることを指摘し」と改

め、同７行目の「主張するが、」から同９行目までを「主張する。そして、証拠（乙１２ないし

１４、３５ないし３７）によれば、Ｊ会、有限会社Ｋ、有限会社Ｌについては本件各顧問料ノー

トの記載上異動は認められないが、平成１４年分の所得の内訳書には上記３者が記載されていな

いのに、平成１５年の所得の内訳書にはいずれも記載されていること、株式会社Ｍ及び株式会社

Ｎ、Ｏ株式会社については、いずれも本件各顧問料ノートに記載があり、株式会社Ｍについては

平成１３年４月に月額収入１５万円（ただし△１万３５００円の記載がある。）が５万円に減額

されたところ、平成１３年分の所得の内訳書には収入年額１４０万円、平成１４年分の所得の内

訳書には収入年額１０万円、平成１５年分の所得の内訳書には収入年額６０万円の記載があり、

株式会社Ｎ及びＯ株式会社については、本件各顧問料ノートの記載は一貫して収入年額が３０万
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円及び１５万円（ただし△１万５０００円の記載がある。）であるところ、平成１３年及び平成

１５年の所得の内訳書にはその旨記載があるが、平成１４年のそれには両者が計上されていない

ことが認められる。上記Ｊ会、有限会社Ｋ、有限会社Ｌが平成１５年分の所得の内訳書から記載

されるようになった事情は証拠上明らかではないが、従前意図的に除外していたこれら各顧問先

を突然記載し始めるべき事情もうかがえず、何らかの事情で申告漏れに気付いた可能性がないと

までは断定できないから、被控訴人が過少申告のために上記各取引先を除外していたとまでは認

められない。また、株式会社Ｍについては、平成１５年分の収入額合計は６０万円で当該年分の

所得の内訳書記載の収入額合計と一致するから、一概に収入を除外したものとは断定できないし、

株式会社Ｎ及びＯ株式会社については、平成１３年及び平成１５年の所得の内訳書には両者につ

いて記載があるから、被控訴人が、過少申告のためにあえて平成１４年分のみ上記両者を除外し

たとまでは認められない。また、仮に、上記決算料収入の一部を除外して申告していたとしても、

直ちに過少申告行為とは別に隠ぺい、仮装と評価すべき行為があったとはいえないことは後記説

示のとおりである。」と改める。 

１３ 原判決３１頁９行目末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 被控訴人が本件各顧問料ノートに自ら記入することがあることは既に認定したとおりであ

るが、それは既に認定したとおり偶発的もしくは個別的な事情によるものであり、その時に直

ちに納税申告と結びつけて考えることがなかったり、その後の申告書作成の際に記入時のこと

に想到しなかったことがおよそ不自然とまではいえない。また、被控訴人が上記記入に係る収

入額を申告時に認識していたとしても、直ちに過少申告行為とは別に隠ぺい、仮装と評価すべ

き行為があったとはいえないことは後記説示のとおりである。 

 被控訴人が平成１３年１２月１９日及び平成１４年１１月６日に修正申告を行った事情に

ついて、これが税理士報酬の申告と関連あるものとは認められず（修正申告書によれば、給与

や配当に係る所得について修正がされたのみである。乙９、１０）、これをもって被控訴人に

決算料収入を見直す機会があったとまでは認められない。 

 控訴人は、確定申告の時期には、被控訴人がその個人収入を把握するため本件各顧問料ノー

トを２、３日手元に置いて確認していた旨主張し、証拠（Ｐの質問応答書。乙５２）はこれに

沿う。しかし、仮にそのような事実があったとしても、Ｐは平成３年１０月から平成１４年３

月までＢに勤務していたものである（乙５２）が、同人は被控訴人が本件各顧問料ノートを手

元に置いていたのが平成何年頃のことかを特定しておらず、多忙さの増した平成１２年以降に

はそのようなことがなかった可能性もあるし（乙２４に同趣旨の供述がある。）、多忙な中本件

各顧問料ノートを一時預かったとしても、十分に検討できなかった可能性もある。また、証拠

（乙５２）には、被控訴人が本件各顧問料ノートの備考欄等の書き込みを行っていたとのＰの

供述があり、特にその添付の本件顧問料ノート（平成１４年）には、かなり広い範囲で書き込

みがなされているが、上記書き込みの筆跡は必ずしも同一人のものとはみられず、Ｐは上記書

き込みがなされた時期には退職していたとみられるから、上記Ｐの供述により、被控訴人が上

記書き込みをすべて行い、本件各顧問料ノートを詳細に点検等していたと認めることはできな

い。しかも、上記備考欄の書き込みは顧問先等毎に下線のあるなしにかかわらず網羅的なもの

であり、被控訴人個人の確定申告に備えてのものと認めることもできない。そして、上記Ｐの

供述等から、直ちに、被控訴人が本件各顧問料ノート記載の被控訴人の収入額の詳細を把握し、

そこから意識的に自己に帰属する収入を除外して申告をしていたとまでは認められない。」 
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１４ 原判決３１頁１７行目の「決算修正メモは」の次に「業績がどうかを見るために見る程度で

ほとんど」を付加する。 

１５ 原判決３１頁２３行目の「ともかく」から「認められる。」までを「認識していたが、少な

くとも本件各決算料メモについては、従業員の間においてＢの確定申告のためのものと認識され

ており、被控訴人も個人の申告においてこれを活用しようとはしていなかったし、Ｂの確定申告

に当たっても、その収入額を把握するためこれを確認することはしていなかったと考えられ、被

控訴人がその作成を指示したのは本件の対象である平成１２年から平成１５年よりも相当前の

ことであるものとみられることも併せれば、その内容を認識していなかったと認められる。」と

改め、同２５行目の「異動のあった場合」の次に「及び従来の特定の顧問先からの収入について

疑問を生じたような場合」を、同２６行目の「その内容については」の次に「詳細を」を各付加

する。 

１６ 原判決３２頁２行目の末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 なお、被控訴人は、本件各決算料メモの存在を失念していた旨主張し、証拠（甲８、被控訴

人本人）はこれに沿う。しかし、被控訴人は、個人の確定申告の際にＢの預金口座に入金され

た決算料を被控訴人個人の収入として所得の内訳書を作成しているのであり、上記認定の本件

決算料メモ作成に至った経過に照らし、これを失念するとは考え難いし、被控訴人の供述は、

当初本件決算料メモの作成を指示したことを失念していたが、税務調査のときにそれが出てき

たので、収入を修正申告することを忘れていたことに気が付いた旨述べ（甲８）、他方で被控

訴人は本件決算料メモの作成を指示はしておらず、税務調査の際これが出てきたので驚いたと

述べるなど（被控訴人本人１０７、１１３項）供述が変遷しており信用できない。もっとも、

本件各決算料メモの存在を知っていたとしても、平成１２年から平成１５年当時の内容を知ら

なければ、記載された収入がどの程度の件数金額のもので、自らの確定申告に洩れがあるか、

どの程度洩れているか具体的な判断ができたとはいえない。」 

１７ 原判決３２頁６行目の末尾に「また、被控訴人は、従業員らから本件各顧問料ノートから被

控訴人の決算料収入（名称の下に赤線を引いた顧問先に係る決算料）について支払調書を受け取

っていたことが認められるが（乙５２、５６）、既に説示したとおり被控訴人の態度が収入を除

外して申告する者として不用意であることに照らせば、後記のとおり、被控訴人には正確な申告

をしようという意識に欠けていたことから、これを使用せずに従前通りの方法で申告をした可能

性も否定できず、ただちに収入を除外したとまでは認められない。また、仮に、支払調書記載の

収入の一部を除外して申告していたとしても、直ちに過少申告行為とは別に隠ぺい、仮装と評価

すべき行為があったとはいえないことは後記説示のとおりである。」を付加する。 

１８ 原判決３２頁１２行目の「欠け、」の次に「時として過少申告が生じるおそれのあることも

感じながら、」を付加し、同１５・１６行目の「本件各決算料メモによる収入除外も」を「本件

各顧問料ノートを詳細に確認しなかったり、本件決算料メモを確認しなかったことなどのために

申告漏れが生じたことも」と改める。 

１９ 原判決３２頁２０行目から同２３行目までを次のとおり改める。 

「オ したがって、本件の過少申告等は、正確な申告をしようという意識に欠ける被控訴人が、

多忙さと体調不良にまぎれ、必要な帳簿類を確認することなく、上記ずさんな態度で自らの所

得税の確定申告をし続けたものに過ぎないとみる余地が多分にある。また、本件各年分の申告

漏れ事業収入は年々相当多額に上っているが、その原因としては、上記被控訴人の態度のほか、
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本件各顧問料ノートの顧問先等のうち、下線が付されていないところについては、被控訴人に

おいて、決算料を含め、決算料メモを作成した経過のあるにもかかわらず、Ｂにおいて申告す

べきものとの考えがあり、従業員においても同様の考えで、支払調書の作成もされず、そのよ

うな顧問先があること自体は知っていながら、自らの収入であることを明瞭に意識することな

く、申告に当たりこれを取り上げようとしなかったことにもあり、さらに、下線のあるなしに

かかわらず、被控訴人がＢに帰属すべきかどうかについて、月々記帳代行をしているかどうか

を判断基準としており、これによれば、下線のないものはもちろん、下線のあるものについて

も、決算料であっても、Ｂに帰属すべきものと考えていたふしがあり、これらについては、従

来の本件決算修正メモ及び本件決算料メモに当たり、Ｂの確定申告事務に当たる従業員らと協

議すれば、正しい認識に至り得たと考えられるが、多忙な時期にあって、そのような点検や協

議を行わなかった結果、多額の申告漏れに至った可能性もある。なお、多額の申告漏れについ

て、その率も年々異なっており、規則性、計画性は窺えない。 

 そうすると、多額の申告漏れが続いたことを含めて考えても、被控訴人において、自己個人

に帰属する収入がより多いことを認識していながら、あえてこれを申告しなかったとまで認め

ることはできず、まして自己の個人収入の詳細を認識した上、作為的に一定の収入を除外して

申告をしたものとまでは認められない。」 

２０ 原判決３３頁９行目の「原告が」から同１３行目の「できない。」までを「控訴人が、申告

に当たり本件各顧問料ノートや支払調書、各種帳簿類を確認・精査するなど収入額について十分

検討することなく申告書を作成したため、所得税の課税標準等や消費税等の税額等の計算の基礎

になるべき事実について、当初の確定申告書の所得の内訳書中の収入金額が本件各顧問料ノート

や本件各決算料メモに記載された収入金額より少額であったとしても、直ちに、その収入の差額

を隠ぺいし、又は仮装し、これに基づいて、過少に申告し、又は申告しなかったと認めることは

できないのであり、前記説示に照らせば、被控訴人は、上記各資料の確認・精査を怠ったため、

自己の収入に関する事実を十分に把握していなかった上、Ｂに帰属するのか自己に帰属するのか

についても適正明瞭な判断ができていなかったために、多額の申告漏れを生じさせたのであって、

正しい収入額と申告収入額との差額について、過少申告の意図自体を認めることはできず、過少

申告の意図を外部から窺いうる特段の行動をしたものと認めることもできないのであるから、控

訴人に隠ぺい、仮装と評価すべき行為があったとはいえない。」と改める。 

２１ 原判決３３頁２５行目の「過少申告」から同２６行目の「しても」までを「被控訴人が過少

申告となることを予見・認容した上で申告を行った結果過少申告が発生したというものであり、

それだけでは過少申告行為そのものが隠ぺい、仮装に当たるという趣旨の主張と異ならず、ほか

に隠ぺい、仮装と評価すべき行為を挙げることなく」と改める。 

２２ 原判決３４頁１行目の末尾に、改行して次のとおり付加する。 

「 控訴人は、種々の根拠を挙げて、被控訴人が申告をしていない決算料収入の中に、被控訴人

がこれを認識しつつ除外したものがあると主張する。しかし、仮に上記控訴人主張の事実が認

められるとしても、上記認識を持つことや実際の収入を記録する行為は所得を過少申告する意

図を外部からうかがい得る特段の行為とはいえず、それだけでは、課税標準等又は税額等の計

算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺい又は仮装し、隠ぺい又は仮装したところに基

づき納税申告書を提出したとはいえないから、重加算税の賦課要件は満たされないというべき

である。 
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 また、本件各決算料メモが控訴人の確定申告期限までに作成されていない理由は既に認定し

たとおりであり、被控訴人が本件各決算料メモを被控訴人の確定申告期限までに作成すること

を従業員に命じなかったとしても、そのことをもって、当初から所得を過少に申告することを

意図し、その意図を外部からうかがい得る行為をしたなど過少申告行為とは別の隠ぺい、仮装

と評価すべき行為に当たるとはいえない。」 

２３ 原判決３４頁２１・２２行目の「過少申告加算税については、本件各年分の所得税につき、」

を「本件各年分の所得税についての過少申告加算税については、」と改める。 

２４ 原判決３４頁２４行目の「⑥」を「⑦」と改める。 

２５ 原判決３５頁１行目の「各税額と」を「各税額が」と改める。 

２６ 原判決３６頁８・９行目及び同１３行目の各「、２５－２、２６－２、２７－２、２８－２」

を削除し、同１６行目の「このうな」を「このような」と改める。 

２７ 原判決３６頁２１行目の「同所分」を「同処分」と改める。 

２８ 原判決５４頁「別紙３」の①「加算税の対象となる税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「ぃ」

を「⑲」と、同②「申告納税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「⑲」を「⑯」と、③「源泉徴

収税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「⑱」を「⑮」と各改める。 

２９ 原判決５５頁「別紙４」の①「加算税の対象となる税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「⑲」

を「ぃ」と、同②「申告納税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「⑯」を「⑲」と、③「源泉徴

収税額」欄の「別表番号及び法令」欄の「⑮」を「⑱」と各改める。 

第４ 結論 

 以上によれば、原判決は相当であって、本件控訴は理由がないのでこれを棄却することとする。 

 なお、原判決主文第２項(1)に「重算税」とあるのは「重加算税」の誤りであることは明白であ

るから、民訴法２５７条、２９７条により「重算税」を「重加算税」と更正し、その旨を明らかに

することとする。 

 よって、主文のとおり判決する。 

 

広島高等裁判所岡山支部第２部 

裁判長裁判官 高田 泰治 
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